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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第36期

第３四半期連結

累計期間

第36期

第３四半期連結

会計期間

第35期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

売上高 （千円） 27,027,384 8,941,842 36,071,879

経常利益 （千円） 1,346,880 367,981 2,078,058

四半期（当期）純利益 （千円） 656,982 165,744 931,263

純資産額 （千円） － 13,210,401 12,991,795

総資産額 （千円） － 22,176,366 21,026,552

１株当たり純資産額 （円） － 694.31 665.40

１株当たり四半期（当
期）純利益

（円） 34.08 8.67 47.33

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） － － 47.24

自己資本比率 （％） － 59.3 61.6

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △993,259 － 835,662

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △481,457 － △626,683

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 620,936 － △332,915

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － 306,557 1,160,338

従業員数 （名） － 310 300

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載しておりま

せん。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 310 （1,535）

(注) 　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は当第３四半期連結会計期間の平均人員数（１日８時間換算）を

（　）外数で記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 305 （1,527）

(注) 　従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は当第３四半期会計期間の平均人員数（１日８時間換算）を（　）

外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　販売方法

当社は直営店舗において一般消費者に直接販売しており、子会社においては主に卸売販売及び直営店

舗での小売販売を行なっております。

　

(2)　品種別販売実績

事業・商品別 　売上高(千円)

小売販売

ハンドバッグ 1,347,560

カジュアルバッグ 1,506,929

インポートバッグ 461,923

財布・雑貨 2,519,792

その他 3,054,776

小計 8,890,983

卸売販売 30,632

不動産賃貸収入 20,226

合計 8,941,842

(注) １　小売販売「その他」には、レザーウェア・毛皮、メンズバッグ等が含まれております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3)　県別売上高

県別 　売上高(千円)

　北海道・東北地区

　　北海道 246,256

　　青森県 89,605

　　岩手県 79,256

　　宮城県 188,957

　　福島県 41,203

北海道・東北地区計 645,279

　関東地区

　　茨城県 319,193

　　栃木県 117,125

　　群馬県 55,680

　　埼玉県 557,122

　　千葉県 513,419

　　東京都 1,102,624

　　神奈川県 602,149

関東地区計 3,267,315

EDINET提出書類

株式会社東京デリカ(E03225)

四半期報告書

 4/28



県別 　売上高(千円)

　中部地区

　　山梨県 52,110

　　長野県 160,979

　　新潟県 156,171

　　富山県 17,918

　　岐阜県 129,641

　　静岡県 181,110

　　愛知県 368,586

中部地区計 1,066,519

　近畿地区

　　三重県 22,212

　　滋賀県 66,269

　　京都府 114,883

　　大阪府 524,694

　　兵庫県 321,899

　　奈良県 50,494

　　和歌山県 43,968

近畿地区計 1,144,421

　中国・四国地区

　　鳥取県 49,530

　　島根県 79,419

　　岡山県 162,349

　　広島県 274,241

　　山口県 167,114

　　徳島県 51,170

　　香川県 102,661

　　愛媛県 102,091

中国・四国地区計 988,577

　九州地区

　　福岡県 695,793

　　佐賀県 119,651

　　長崎県 127,529

　　熊本県 295,069

　　大分県 131,999

　　宮崎県 127,188

　　鹿児島県 167,468

　　沖縄県 165,028

九州地区計 1,829,728

合計 8,941,842

(注) １　東京都の売上高には、卸売販売30,632千円及び不動産賃貸収入20,226千円を含めて表示しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(4)　単位当たりの売上高

項目

当第３四半期連結会計期間

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

売上高 8,890,983千円

売場面積（平均） 50,395.6㎡

１㎡当たり売上高 176千円

従業員数（平均） 1,846人

一人当たり売上高 4,816千円

(注) １　売場面積は「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律」に基づくものであり、営業月数

を基礎として算出しております。

２　従業員数は、パートタイマーを含めて表示しており、期中平均（一人当たり１日８時間換算）にて算出してお

ります。

３　売上高は、小売販売部門の売上高であります。

　

(5)　仕入実績

事業・商品別 　仕入高(千円)

小売販売

ハンドバッグ 884,914

カジュアルバッグ 1,018,260

インポートバッグ 373,411

財布・雑貨 1,633,742

その他 2,092,437

小計 6,002,766

卸売販売 3,739

合計 6,006,505

(注) １　小売販売「その他」には、レザーウェア・毛皮、メンズバッグ等が含まれております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、世界経済の減速の影響を強く受け、また、株価の
下落や為替の急激な円高の進行等により企業収益が悪化するなど、景気が後退局面に入りました。
流通業界におきましては、商業施設の新設が相次ぎ、競合が激化する一方で、雇用情勢の悪化、個人所得
の伸び悩み、先行きの不安感等から、消費マインドはさらに低下し、一段と厳しい状況となりました。
このような状況下で、当社グループは、小売部門につきましては、積極的に23店舗の新規出店を行なう
とともに　4店舗の退店を行ない、当第3四半期連結会計期間末の店舗数は501店舗となりました。売上高に
つきましては、消費マインドの低下の影響を強く受け、既存店売上高が前年同期比94.5%に止まったもの
の、新規出店効果等により前年同期実績を上回りました。品種別では、メンズ・トラベルバッグ、ハンド
バッグは堅調に推移し、財布・雑貨類も前年同期実績を上回りましたが、カジュアルバッグ、インポート
バッグはやや低調に推移しました。
卸売部門につきましては、百貨店等の売上不振に伴い、売上高が減少しております。
また、前連結会計年度における仕入先との取引条件改善等により売上総利益率は改善しましたが、既存
店の売上高減少により、販売費及び一般管理費率が上昇し、営業利益、経常利益はそれぞれ減少しました。
これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は8,941百万円、営業利益は369百万円、経常利益は
367百万円、四半期純利益は165百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、現金及び預金の減少があったものの、商品や売掛債権
の増加等により、前連結会計年度末に比べて1,149百万円の増加の22,176百万円となりました。
負債につきましては、短期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べて931百万円増加の8,965百
万円となりました。
また、純資産につきましては、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べて218百万円の増加
の13,210百万円となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間（３ヶ月）におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の増加によるプラスがあったもの
の、たな卸資産の増加や法人税等の支払等により、1,387百万円のマイナスとなりました（尚、当第３四半
期連結累計期間では、993百万円のマイナス）。
投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店及び改装に伴う設備投資等により、119百万円のマイ
ナスとなりました（尚、当第３四半期連結累計期間では、481百万円のマイナス）。
財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加等により、947百万円のプラスとなりました
（尚、当第３四半期連結累計期間では、620百万円のプラス）。
以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末
に比べて559百万円減少し、306百万円となりました（尚、前連結会計年度末に比べては、853百万円減少し
ております）。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変
更及び新たに生じた課題はありません。
　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間中の設備の主な増加は次のとおりであります。

会社名 事業所名 所在地
設備の

内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）
建物及び構

築物

敷金・

保証金
その他 合計

㈱東京デリカ グランサックス
プレミアム葛西
イトーヨーカドー店

東京都
江戸川区

店舗新設

（賃借店）
3,639 3,0001,8398,478 2

〃 リモワ丸の内店 東京都
千代田区 〃 4,11848,1841,10653,408 2

〃 エフィー仙台店 仙台市
泉区 〃 4,323 3,3571,6719,352 ―

〃 グランサックス
下妻店

茨城県
下妻市 〃 5,615 9,0061,61416,235 1

〃 グランサックス
プレミアム
名古屋空港店

愛知県
春日井郡
豊山町

〃 4,31510,3501,88616,552 ―

〃 アーマ
名古屋空港店

愛知県
春日井郡
豊山町

〃 3,665 6,0201,27410,959 ―

〃 アーマ
国分寺駅店

東京都
国分寺市 〃 6,401 6,8311,09914,331 1

〃 スタイリッシュ
コラージュ
つくば学園都市店

茨城県
つくば市 〃 1,229 6,615 ― 7,844 ―

〃 グランサックス
プレミアム
つくば学園都市店

茨城県
つくば市 〃 754 10,926 ― 11,680 1

〃 グランサックス
プレミアム
三豊店

香川県
三豊市 〃 ― 5,000 ― 5,000 ―

〃 ゲンテン伊丹店 兵庫県
伊丹市 〃 126 6,500 ― 6,626 ―

〃 ラパックスワールド
伊勢崎店

群馬県
伊勢崎市 〃 2,791 8,751 ― 11,543 ―

〃 グランサックス
プレミアム
伊勢崎店

群馬県
伊勢崎市 〃 2,19711,995 ― 14,192 1

〃 サックスバー
アナザーラウンジ
経塚サンエー店

沖縄県
浦添市 〃 228 6,228 ― 6,456 ―

〃 ギガスタ
奈良橿原店

奈良県
橿原市 〃 1,00313,735 ― 14,738 ―

〃 アマトーネ
アクセソリーオ
名取店

宮城県
名取市 〃 500 4,122 ― 4,622 ―

〃 アーマ
菖蒲店

埼玉県
南埼玉郡
菖蒲町

〃 1,777 3,363 ― 5,140 ―

〃 グランサックス
プレミアム
菖蒲店

埼玉県
南埼玉郡
菖蒲町

〃 2,751 4,781 ― 7,532 1

〃 グランサックス
浜北店

浜松市
浜北区 〃 350 10,000 ― 10,350 1

〃 クィール
サックスバー
都城駅前ミエル店

宮崎県
都城市 〃 182 13,040 ― 13,222 1

〃 サックスバー
アナザーラウンジ
都城駅前ミエル店

宮崎県
都城市 〃 211 15,130 ― 15,341 ―

〃 サックスバー
ゴールド
筑紫野イオン店

福岡県
筑紫野市 〃 187 13,405 ― 13,592 ―

〃 グランサックス
プレミアム
丸亀ゆめタウン店

香川県
丸亀市 〃 180 12,000 ― 12,180 ―

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は器具備品等であります。
　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2)　設備の新設、除却等の計画

① 重要な設備の新設等
１　第２四半期連結会計期間末において実施中または計画中であった設備の新設等のうち当第３四半

期連結会計期間中に完成したものは「主要な設備の状況」の項に記載しております。
２　当第３四半期連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであり

ます。
　

会社名 事業所名

設備内容

必要性
予算金額

（千円）

既支払額

（千円）

今後の

所要資金

（千円）

着工

（予定）

年月

完成

（予定）

年月区分 住所
売場面積

（㎡）

㈱東京デリカ グランサックス
武蔵小金井店

店舗新設

（賃借店）

東京都
小金井市 143.14

販売力の

強化
20,300 ― 20,30021　2 21　3

〃 サックスバー
ゴールド
西新井アリオ店

〃
東京都
足立区 72.10〃 6,700 ― 6,70021　3 21　3

〃 ラパックス
ワールド
札幌ラフィラ店

〃
札幌市
中央区 128.39〃 13,066 ― 13,06621　3 21　3

〃 ラパックス
宇部ゆめタウン店 〃

山口県
宇部市 73.26〃 4,500 ― 4,50021　3 21　4

〃 グランサックス
甲斐双葉店 〃

山梨県
甲斐市 152.73〃 12,030 ― 12,03021　3 21　4

〃 コラージュ
甲斐双葉店 〃

山梨県
甲斐市 49.5〃 4,300 ― 4,30021　3 21　4

〃 グランサックス
プレミアム
稲沢リーフウォーク
店

〃
愛知県
稲沢市 122.31〃 14,300 ― 14,30021　3 21　4

〃 ギガスタ
上小田井店 〃

名古屋市
西区 129.24〃 24,450 ― 24,45021　3 21　4

〃 ギガスタ
広島祇園店 〃

広島市
安佐南区 107.83〃 20,410 ― 20,41021　3 21　4

〃 サックスバー
ゴールド
広島祇園店

〃
広島市
安佐南区 114.46〃 21,360 ― 21,36021　3 21　4

〃 グランサックスプレ
ミアム
土浦店

〃
茨城県
土浦市 177.11〃 19,650 ― 19,65021　4 21　5

〃 アーマ磐田
ららぽーと店 〃

静岡県
磐田市 136.75〃 25,183 ― 25,18321　4 21　5

〃 サックスバーアナ
ザーラウンジ
磐田ららぽーと店

〃
静岡県
磐田市 124.87〃 23,786 ― 23,78621　4 21　5

〃 ドラスティックザバ
ゲージ
たまプラーザ店

〃
横浜市
青葉区 72.10〃 15,699 ― 15,69921　8 21　9

〃 サックスバーアナ
ザーラウンジ
戸塚駅前店

〃
横浜市
戸塚区 98.12〃 15,6305,56510,06522　3 22　3

(注) １　予算金額には、敷金及び保証金を含めております。
　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
② 重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,200,000

計 31,200,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成20年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 19,906,600 19,906,600
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株で
あります。

計 19,906,600 19,906,600－ －

(注)　「提出日現在発行数」には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使
により発行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

新株予約権
平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権は次の
とおりであります。
（平成16年６月29日定時株主総会決議）

第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 72

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 144,000（注１）

新株予約権の行使時の払込金額(円) 399（注２）

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成21年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　　399

資本組入額　　　　　200

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　当社が、株式分割又は株式併合を行なう場合には、当該時点において権利行使されていない新株予
約権の目的たる株式の数は、次の計算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は、切り
捨てる。
調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行なう場合、当社が新設分割もしくは吸収分割
を行なう場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、新株予約権の目的た
る株式数について、必要と認める株式の数を調整するものとする。
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２　新株予約権の発行後、当社が株式分割又は株式併合を行なう場合には、次の算式により払込価額を
調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額＝調整前払込価額×１／分割比率（又は併合比率）
また、時価を下回る価額で新株の発行（又は自己株式を処分）を行なう場合、次の算式により払
込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、算式中「既発行株式
数」には新株発行等の前において当社が保有する自己株式は含まない。

既発行
株式数

＋
新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後
払込価額

＝
調整前
払込価額

×
新規発行（処分）前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行（処分）による増加（処分）株式数

ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発行済
株式数から、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とする。

３　①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社並びに当社子会社の取締役、従業
員及び当社監査役の地位にあることを要する。
ただし、発行日以後、任期満了による退任又は退職、社命による他社への転籍等、当社が認め
る正当な理由がある場合には、以下の期間については新株予約権を行使することが出来る。

(a)　当該日が権利行使期間開始日以前の場合は、権利行使開始日以後の１年間。
(b)　当該日が権利行使開始日以後の場合は、当該日以後の１年間。
②　新株予約権の質入その他一切の処分、並びに相続は認められないものとする。
③　その他権利行使の条件は当社と割当対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定め
るものとする。

４　平成18年4月26日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成18年7月1日付をもって普通株式１株を
２株に分割したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時払込
金額」及び「新株予約権の行使により株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

　
平成18年11月20日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第３四半期会計期間末現在

(平成20年12月31日)

新株予約権の数(個) 463

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数(株) 463,000（注１）

新株予約権の行使時の払込金額(円) 725（注２）

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日から
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　　　725

資本組入額　　　　　363

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権1個につき目的となる株式数は1,000株であります。
ただし、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式合併を行なう場合は、次の算式により付与
株式数を調整し、調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株
予約権1個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満
の端数を切り上げる。
①　当社が株式分割または株式併合を行なう場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・合併の比率
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②　当社が時価を下回る価額で募集株式を発行（株式の無償割当による株式の発行および自己株
式を交付する場合を含み、新株予約権（新株予約権付社債も含む）の行使による場合および
当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く）する場合

既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

ただし、算式中の既発行株式数は、上記の株式の発行の効力発生日の前日における当社の発
行済株式数から、当該時点における当社の保有する自己株式の数を控除した数とする。

３　新株予約権行使の条件
①　新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時において
も、当社または当社子会社の従業員の地位にあることを要するものとする。
ただし、定年退職、会社都合による退職、業務上の疾病に起因する退職、および転籍その他正
当な理由の存する場合は権利行使をなしうるものとする。

②　新株予約者が死亡した場合、新株予約権の相続は認めないものとする。
③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する
「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

　平成20年10月１日～

　平成20年12月31日
― 19,906,600 ― 2,986,400 ― 4,176,790

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま
せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで
きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

①　【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
　普通株式 711,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,195,000191,950 －

単元未満株式 普通株式 500 － －

発行済株式総数 19,906,600 － －

総株主の議決権 － 191,950 －

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が13,600株（議決権
136個）が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
割合(％)

（自己保有株式）

㈱東京デリカ
東京都葛飾区新
小岩1-48-1

711,100 － 711,100 3.57

計 － 711,100 － 711,100 3.57

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 435 485 490 455 393 324 314 338 420

最低(円) 354 403 441 390 296 276 230 282 314

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとお
りであります。

　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

専務取締役 第５販売部長 池田一昭 平成20年12月31日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19
年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。
なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）
附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており
ます。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月
１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31
日まで）の四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 334,257 1,188,038

受取手形及び売掛金 2,786,958 2,556,921

商品及び製品 8,934,378 7,599,299

原材料及び貯蔵品 47,200 58,324

繰延税金資産 106,065 236,833

その他 431,543 45,776

貸倒引当金 △2,337 △2,560

流動資産合計 12,638,066 11,682,632

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,085,856 1,019,369

土地 671,315 678,315

その他（純額） 595,949 576,156

有形固定資産合計 ※1
 2,353,121

※1
 2,273,841

無形固定資産 101,575 104,927

投資その他の資産

投資有価証券 40,554 50,264

長期貸付金 8,075 8,075

繰延税金資産 265,124 271,753

敷金及び保証金 6,453,244 6,447,601

その他 322,284 205,666

貸倒引当金 △5,680 △18,211

投資その他の資産合計 7,083,603 6,965,150

固定資産合計 9,538,300 9,343,919

資産合計 22,176,366 21,026,552
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,061,006 3,607,504

短期借入金 1,000,000 －

1年内償還予定の社債 1,540,000 530,000

未払法人税等 97,314 570,861

賞与引当金 136,246 268,045

役員賞与引当金 15,300 20,400

その他 1,337,755 1,287,091

流動負債合計 8,187,622 6,283,903

固定負債

社債 － 1,025,000

退職給付引当金 348,319 339,533

役員退職慰労引当金 115,011 115,554

その他 315,011 270,766

固定負債合計 778,343 1,750,853

負債合計 8,965,965 8,034,756

純資産の部

株主資本

資本金 2,986,400 2,986,400

資本剰余金 4,185,722 4,185,722

利益剰余金 6,354,310 5,950,248

自己株式 △380,324 △192,766

株主資本合計 13,146,108 12,929,604

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 10,380 16,042

評価・換算差額等合計 10,380 16,042

新株予約権 53,912 46,149

純資産合計 13,210,401 12,991,795

負債純資産合計 22,176,366 21,026,552
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 27,027,384

売上原価 14,879,391

売上総利益 12,147,992

販売費及び一般管理費 ※1
 10,787,431

営業利益 1,360,561

営業外収益

受取利息 1,170

受取配当金 3,835

受取手数料 2,856

その他 5,760

営業外収益合計 13,623

営業外費用

支払利息 18,502

支払保証料 4,031

その他 4,770

営業外費用合計 27,303

経常利益 1,346,880

特別利益

受取補償金 25,486

貸倒引当金戻入額 8,000

賞与引当金戻入額 59,094

その他 9,894

特別利益合計 102,474

特別損失

固定資産売却損 ※2
 3,823

固定資産除却損 ※3
 16,859

店舗閉鎖損失 21,404

減損損失 35,568

特別損失合計 77,655

税金等調整前四半期純利益 1,371,699

法人税、住民税及び事業税 573,453

法人税等調整額 141,263

法人税等合計 714,716

四半期純利益 656,982
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 8,941,842

売上原価 4,909,542

売上総利益 4,032,299

販売費及び一般管理費 ※1
 3,663,166

営業利益 369,133

営業外収益

受取利息 145

受取配当金 3,208

受取手数料 1,000

その他 2,982

営業外収益合計 7,336

営業外費用

支払利息 6,179

支払保証料 1,357

その他 951

営業外費用合計 8,488

経常利益 367,981

特別利益

受取補償金 23,108

その他 116

特別利益合計 23,224

特別損失

固定資産除却損 ※2
 1,143

店舗閉鎖損失 13,924

減損損失 7,779

特別損失合計 22,848

税金等調整前四半期純利益 368,357

法人税、住民税及び事業税 104,142

法人税等調整額 98,471

法人税等合計 202,613

四半期純利益 165,744
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,371,699

減価償却費 343,385

減損損失 35,568

貸倒引当金の増減額（△は減少） △12,754

受取利息及び受取配当金 △5,006

支払利息 18,502

売上債権の増減額（△は増加） △230,037

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,323,954

仕入債務の増減額（△は減少） 453,501

賞与引当金の増減額（△は減少） △131,799

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △542

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,786

固定資産売却損益（△は益） 3,823

固定資産除却損 16,859

未払消費税等の増減額（△は減少） △40,877

その他 △454,372

小計 47,682

利息及び配当金の受取額 5,007

利息の支払額 △16,728

法人税等の支払額 △1,029,219

営業活動によるキャッシュ・フロー △993,259

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △491,159

有形及び無形固定資産の売却による収入 9,702

投資活動によるキャッシュ・フロー △481,457

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,000,000

社債の償還による支出 △15,000

自己株式の取得による支出 △187,557

配当金の支払額 △252,718

割賦未払金の増加額 184,575

割賦未払金の減少額 △108,363

財務活動によるキャッシュ・フロー 620,936

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △853,780

現金及び現金同等物の期首残高 1,160,338

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 306,557
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）
該当事項はありません。
　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第
１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の損益に対する影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

棚卸資産の評価方法
 
当第３四半期連結累計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会
計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)
該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,928,027千円
であります。

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、1,725,256千円
であります。

 

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため、取
引銀行７行と当座借越契約を締結しております。こ
れらの契約に基づく当第３四半期連結会計期間末
の借入未実行残高等は次のとおりであります。

当座借越極度額 4,700,000千円

借入実行残高 1,000,000千円

差引額 3,700,000千円

 

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため、取
引銀行７行と当座借越契約を締結しております。こ
れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実
行残高等は次のとおりであります。

当座借越極度額 4,700,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 4,700,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 3,601,534千円

賞与引当金繰入額 136,246千円

役員賞与引当金繰入額 15,300千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,170千円

退職給付費用 51,821千円

賃借料 3,720,675千円

減価償却費 339,034千円

 

※２　固定資産売却損の内訳

土地 3,247千円

建物 576千円

計 3,823千円

 

※３　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 15,955千円

有形固定資産「その他」 904千円

計 16,859千円

 

　

第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 1,388,028千円

賞与引当金繰入額 △125,271千円

役員賞与引当金繰入額 5,100千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,090千円

退職給付費用 17,273千円

賃借料 1,241,116千円

減価償却費 119,820千円

 

※２　固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 1,115千円

有形固定資産「その他」 28千円

計 1,143千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残高
と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係(平成20年12月31日現在)

 

現金及び預金 334,257千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △27,700千円

現金及び現金同等物 306,557千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 19,906,600

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 957,656

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳

当第３四半期

連結会計期間末残高

(千円)

提出会社
平成18年度ストック・オプ
ションとしての新株予約権

53,912

合計 53,912

　

４　配当に関する事項

　　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 252,920 13.00平成20年３月31日平成20年６月27日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

事業の種類として「鞄・袋物販売事業」及び「不動産賃貸事業」を行なっておりますが、当第３四

半期連結累計期間における「鞄・袋物販売事業」の売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高及

び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

事業の種類として「鞄・袋物販売事業」及び「不動産賃貸事業」を行なっておりますが、当第３四

半期連結累計期間における「鞄・袋物販売事業」の売上高及び営業利益は、全セグメントの売上高及

び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載

を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

　

１株当たり純資産額 694円31銭

　

　

１株当たり純資産額 665円40銭

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第３四半期連結会計期間末

(平成20年12月31日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 13,210,401 12,991,795

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 53,912 46,149

　（うち新株予約権）（千円） 53,912 46,149

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 13,156,488 12,945,646

期末の普通株式の数（株） 18,948,944 19,455,444

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　　 34円08銭 １株当たり四半期純利益金額　　　　　　　　8円67銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

(注) １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益 (千円) 656,982 165,744

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 656,982 165,744

普通株式の期中平均株式数 (株) 19,278,135 19,127,983

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益調整額 (千円) － －

普通株式増加数 (株) － －
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －
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(重要な後発事象)

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

──────── 会社法第165条第2項の規定による定款の定めに基づく

自己株式の取得

 

　当社は、平成20年5月9日開催の取締役会において、会社

法第165条３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決

議いたしました。

　(取得の内容)

(1)理由

資本効率の向上と経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策の遂行のため

(2)取得する株式の種類

当社普通株式

(3)取得する株式の総数

500,000株を上限とする

(自己株式を除く発行済株式総数に対する割合

2.5％)

(4)株式の取得価額の総額

400,000千円を上限とする

(5)自己株式取得の期間

平成20年5月12日(月)から平成20年9月22日(月)

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社　東　京　デ　リ　カ

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　堀 之 北　重 久　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　斎　藤　 　　昇　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京デリカの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京デリカ及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

株式会社東京デリカ(E03225)

四半期報告書

28/28


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

